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１．はじめに 

沖縄市の発注する建設工事に入札参加を希望する者は、入札参加資格審査を受け、名簿に登録

する必要があります。以下の要領を参照のうえ申請書を提出して下さい。 

 

２．入札参加資格申請要件 

（１）申請要件 

次の事項についてすべて満たしていること。 

① 申請する業種について、建設業許可を受けている者であること。 

② 申請時において、納付すべき国税・県税・市町村税等に滞納がないこと。 

③ 営業を開始して１年以上の者であること。 

④ 申請する業種について経営事項審査を受審し総合評定値の通知を受けていてかつ経営規模

等評価結果通知書（総合評定値通知書）における年間平均（２年又は３年）完成工事高があ

ること。 

※市内業者は年間平均（2年又は 3年）完成工事高がなくとも申請可。 

⑤ 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の４の規定に該当しない者であること。 

⑥ 経営状態が健全である者。 

⑦ 健康保険及び厚生年金保険に加入していること。 

※個人事業者で従業員が４人以下のため適用が除外されている場合を除く。 

⑧ 雇用保険に加入していること。 

※従業員が１人もいないため適用が除外されている場合を除く。 

⑨ 建設業退職金共済制度に加入していること。 

  

（２）留意事項 

① 入札参加資格審査申請をした者が、次の各号の一つに該当するときは、資格の登録を行わな

いこと、あるいは資格の登録を取り消すことがあります。  

ア 申請書若しくは、添付書類の重要な事項について虚偽の記載や、重要な事実について記載

しなかったとき。（登録後に判明した場合も含む。） 

イ 技術者や従業員の登録で、業者間の重複登録が見られたとき。 

ウ 審査のため事務所の実態調査や不備書類の要求に応じないとき。 

エ 審査の過程若しくは審査終了後、入札参加資格者として不適当であると認められたとき。 

オ 審査の過程若しくは審査終了後、警察からの通報等により暴力団関係者であると認められ

たとき。 

② 今回申請に係る入札参加の有効期間は、登録の日から令和 11年 3月 31日までです。 

③ 申請後の申請書の内容に関する訂正及び追加は認めません。申請書の内容については十分確

認を行ったうえ、提出をお願いします。 
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（３）受付区分 

 建設業法（昭和 24年法律第 100号）第 2条第 1項に規定する工事 29業種 

 

 

（４）事業所の所在地区分 

次の①～④を本提出要領の所在地区分とします。 

① 市内業者・・沖縄市内に本社の所在地を有する法人及び営業の本拠を有する個人。 

② 準市内業者・沖縄市内に支店又は営業所等を有する法人。 

③ 市外業者・沖縄県内で沖縄市以外に本社の所在地を有する法人及び営業の本拠を有する個人。 

④ 県外業者・・沖縄県外に本社の所在地を有する法人。 

 

３．申請の方法 
（１）受付期間 

令和 8年 12月 1日（火）～令和 8年 12月 22日（火） 

 

（２）問い合わせ先 

〒904-8501 沖縄市仲宗根町 26番 1号  

沖縄市役所総務部契約管財課 契約検査担当 

【TEL】098-939-1212（内線 2093・2099） 

【FAX】098-934-0657 

【e-mail】a14keiya@city.okinawa.lg.jp 

 

（３）提出の方法 

     原則インターネットシステム【CYDEEN 申請受付システム】による電子申請のみとします。 

     システムの操作方法等については別紙「操作マニュアル（工事）」をご参照ください。 

     ※ネット環境等の都合により電子申請が困難な場合は紙申請にて対応いたします。詳細につき 

ましては「【紙申請】沖縄市入札参加資格審査申請書提出要領」をご確認ください。 

 

（４）提出書類 

    インターネットシステム【CYDEEN 申請受付システム】にて「４．提出書類一覧表」に記

載された資料をアップロードしてください。 

 

（５）審査結果と名簿の公表 

審査結果の個別通知は行いません。令和 9年 3月末までに沖縄市ホームページにて公表いたし

ます入札参加資格者名簿をもって審査結果をご確認ください。 
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４．提出書類一覧表 

    下記に記載された提出書類をインターネットシステム【CYDEEN 申請受付システム】にアップロー

ドしてください。 

No 提出書類等 備考 

1 
現在事項全部証明書・・法人 

身分証明書・・・・・・個人 

写し可。法人の場合は、登記簿謄本（写し）、又は履歴

事項全部証明書（写し）でも可。 

2 

建設業許可通知書又は建設業許可証

明書（写し） 

・インターネットシステム【CYDEEN 

申請受付システム】にアップロード

する際は「3.経営規模等評価結果通

知書・総合評定値通知書（写し）」と

一つの PDFにして添付してください 

申請時点に有効期間を満たしているもの 

＊申請以後の変更は、令和 9年 4月 1日以降に変更申請

を行って下さい。 

3 
経営規模等評価結果通知書・総合評

定値通知書（写し） 

申請月までに受けた有効かつ直近の通知書 

 

＊申請以後の変更は、令和 9年 4月 1日以降に変更申請

を行って下さい。 

＊市内業者の等級格付基準の客観点は、上記の提出され

た通知書に基づき数値化致します。 

＊業種：土木工事、建築工事、電気工事、管工事、解体

工事 

4 

専任技術者証明書の写し 

【登録している最新の内容のもの】 

※市内業者のみ提出 

建設業許可ごとに必要な営業所の専任技術者について

最新の内容を確認するため、許可申請等で提出した証明

書の写し。 

5 

技術職員有資格者名簿 

（様式第１） 

（準市内・市外・県外業者は名簿の

みの提出可。） 

令和 8年 12月 1日現在で在籍する常勤の技術者 

※市内業者は必ずこの様式第１により Excel 形式で提

出すること。 

※準市内・市外・県外業者は他の官公庁及び公共団体申

請時に作成している会社独自の技術者リストがあれば

その写し可。 

※１人で同一資格を所有している場合は上位のみを記

載して下さい。（例：１級と２級の土木施工管理の資格

を持っている場合は、１級のみを入力） 
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6 

技術職員資格等証明書及び雇用確認

証明書（市内業者のみ） 

・インターネットシステム【CYDEEN 

申請受付システム】にアップロード

する際は書類を一つの PDF にして添

付してください。 

（1）技術職員資格等証明書 

・技術職員の合格証明書又は免許証等 

（2）雇用確認証明書 

・雇用保険被保険者資格取得等確認通知書、健康・厚生

年金保険標準報酬決定通知書、住民税特別徴収税額通知

書等の雇用関係が確認できる書類。 

※写し可 

7 

保有資格者数入力表（様式第２） 

【新規】 

※技術職員有資格者名簿について独

自様式で提出する場合のみ提出 

資格名に対応する技術職員数を入力すること。 

技術職員有資格者名簿（様式第１）に記載した資格の数

と一致させること。 

※１人で同一資格を所有している場合は上位のみを入

力して下さい。（例：１級と２級の土木施工管理の資格

を持っている場合は、１級のみを入力） 

8 

営業経歴書 

・インターネットシステム【CYDEEN 

申請受付システム】にアップロード

する際は工事経歴書と一つの PDF に

して添付してください。 

創業から現在までの沿革 

※他の官公庁及び公共団体申請時に作成している会社

独自の様式があればその写し可。 

9 工事経歴書 
業種ごとに作成（直近 2年又は 3年） 

※建設業許可申請時に提出したものの写し可。 
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10 

障がい者雇用・表彰・ＩＳＯ・エコ

アクション 21等 

※市内業者かつ下記業種を希望する

場合のみ提出 

業種：土木工事、建築工事、電気工

事、管工事、解体工事 

 

※上記業者以外は、等級格付を行わ

ない為、提出不要 

 

・インターネットシステム【CYDEEN 

申請受付システム】にアップロード

する際は（1）～（6）に掲げる資料

を一つにまとめて添付してくださ

い。 

（1）障がい者の雇用状況（令和 8年 12月 1日現在） 

・障がい者の法定雇用義務のある事業者は、公共職業 

安定所長への報告書（様式６号）の写し 

・障がい者の法定雇用義務のない事業者で障がい者を 

雇用している場合には、障害者手帳又は療育手帳等の 

写し及び雇用が確認できる書類（雇用保険被保険者資 

格取得等確認通知書）の写し 

 

（2）沖縄市表彰 

・表彰状の写し 

※令和 6年度・7年度の沖縄市表彰条例に基づく企業

を対象とした表彰に限る。 

 

（3）沖縄市優良建設工事表彰 

・表彰状の写し 

 ※令和 7年・8年度に表彰された企業とする。 

 

（4）沖縄市技能功労者表彰 

・表彰状の写し 

 ※令和 6年度・7年度の沖縄市技能功労者表彰要綱第

２条の表彰者とする。 

 

（5）沖縄市と「災害時における応援業務等に関する協

定書」等を締結した者（団体にあっては、その加入者

も含む） 

・締結を証明する書類の写し 

 

（6）ＩＳＯ、エコアクション２１の認証取得（令和 8

年 12月 1日時点） 

・認証取得を示す登録証の写し（和文標記の登録証） 

※更新手続き中の場合は、認証取得証明書の代わり

に申請中である証明を提出すること（取得している

場合のみ）。 

※経営規模等評価結果通知書（総合評定値通知書）（以

下「経審結果通知書」）で認証又は登録が「有」となっ

ている場合は提出不要 
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11 

社会貢献等 

※市内業者かつ下記業種を希望する

場合のみ提出 

 

業種：土木工事、建築工事、電気工

事、管工事、解体工事 

 

※上記業者以外は、等級格付を行わ

ない為、提出不要 

 

・インターネットシステム【CYDEEN 

申請受付システム】にアップロード

する際は（1）～（5）に掲げる資料

を一つの PDF にして添付してくださ

い 

 

(1) 市内業者会への加入 

・業者会等の加入を証明する書類。 

※令和 8年 12月 1日時点において、満１年以上在籍し

ている場合のみ対象 

 

(2) 市主催及び共催行事への協力（ボランティア活動） 

・行事への協力が確認できる書類 

※令和 6年度・7年度に開催された行事に限る 

 

(3)沖縄市の自治会加入 

申請時点において、事業団体及び個人加入している場

合は、下記の書類を提出。 

 

①市内在住者名簿（様式第３） 

※沖縄市に在住している職員（代表者及び役員を除く。）

を記入及び当該職員の自治体加入状況を記入してくだ

さい。 

 

②雇用確認証明書（写し） 

※雇用保険被保険者資格取得等確認通知書、健康・厚生

年金保険標準報酬決定通知書、住民税特別徴収税額通知

書等の雇用関係が確認できる書類。 

 

③住所証明書類等（写し） 

※住民票抄本又は住民票記載事項証明書（住所を確認で

きる最新の公的書類（本籍・マイナンバー記載なし、運

転免許証は不可）） 

 

④雇用確認、住所を一緒に証明する書類等（写し） 

※市・県民税特別徴収税額の通知書（最新のもの） 

 

注：②③を一緒に提出するか、④だけを提出して下さい。

市在住者名簿の順に証明書類を綴って下さい。 

 

注：証明書類等で雇用と住所の確認以外の項目について

は、塗りつぶしても可。（報酬額・税額等） 

 

(4)協力雇用主の登録 

・「協力雇用主登録書控えの写し」又は「協力雇用主に

関する証明書の写し」 
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(5)献血活動への協力 

①団体献血への協力 

・血液センターお礼状等の団体献血への協力が確認でき 

る書類（写し） 

※令和 6年度・7年度の団体献血への協力に限る。 

 

②献血への協力 

・所属する職員の献血カード、献血手帳、ラブラッドア

プリ等の献血を行ったことの証明書等（写し） 

※令和 6年度・7年度の献血への協力に限る。 

12 

市税等に滞納のない証明書等 

※県外業者は不要 

※準市内業者は本店が県外の場合で

も本店が所在する市町村の証明書を

提出（沖縄市内支店・営業所等の証

明書は不要） 

・インターネットシステム【CYDEEN 

申請受付システム】にアップロード

する際は市税・県税・国税の証明書

を一つの PDF にして添付してくださ

い。 

滞納のない証明書  

※所在する市町村の証明書 

※個人事業者は、代表者の市税及び国民健康保険料（税）

の滞納のない証明書を提出する。 

※写し可。 

13 

県税納税証明書【新規】 

（法人事業税又は個人事業税） 

※県外業者は不要 

※準市内業者は本店が県外の場合で

も本店が所在する都道府県の証明書

を提出（沖縄市内支店・営業所等の

証明書は不要） 

未納の税額がないことを証明するもの 

地方公共団体において当該証明書を発行していない場

合には直前 1年分の納税証明書を提出。 

※写し可。 

14 

国税納税証明書 

（法人税又は申告所得税）及び（消

費税及び地方消費税） 

未納税額がないことの証明書 

様式 3の 2（個人事業者） 

様式 3の 3（法人事業者） 

※写し可。 
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15 

社会保険料納入確認書（写し）及び 

労働保険加入確認書類（写し） 

 

※経審結果通知書で加入が「無」と

なっている場合、または令和 8 年 7

月 1 日以降に経営事項審査の結果通

知を受けている場合は提出。 

・インターネットシステム【CYDEEN 

申請受付システム】にアップロード

する際は建設業退職金共済事業加

入・履行証明書と一つの PDF にして

添付してください。 

●社会保険料納入確認書発行を年金事務所に申請する

時点で取れる最新の月までの令和8年4月以降の納入確

認書。 

（金額記載は不要） 

※社会保険料（健康保険、厚生年金）については、従業

員が４人以下で未加入の個人事業所は不要。ただし、そ

の場合未加入の理由書（任意様式、A4 サイズ）を添付

すること。 

 

●労働保険加入を確認できる確認書類。 

※労働保険証明書（労災のみは不可）又は労働保険概

算・確定申告書及び保険料納付の領収書。 

※上記確認書類は個人事業主及びその家族、法人の役員

のみの事業者不要（登記簿に記載されていない役員につ

いては、委任契約書（写）等、役員であることが分かる

書類を提出）。ただし、適用しない理由書（任意様式、

A4サイズ）を添付すること。 

※支店の保険加入証明書は不要。 

16 

建設業退職金共済事業加入・履行証

明書 

※経審結果通知書で加入が「有」と

なっている場合は提出不要 

写し可。 

17 委任状及び使用印鑑届 

支店等に入札・契約等の権限を委任する場合に提出。 

※準市内業者として登録を希望する場合は必須 

※様式は任意 （参考様式参照） 

※使用印鑑届は実印以外（支店長印等）で契約をする場

合にのみ提出してください。 

18 

事業所所在地見取図 

（様式４） 

及び事務所（外部・内部）写真 

 

※市内業者・準市内業者のみ提出 

写真はすべてカラーで提出すること。 

外部・・・建物全景、看板等が確認できるもの。 

内部・・・事務所内の様子が確認できるもの。 

※準市内業者は沖縄市内支店・営業所等の所在地見取図

及び事務所（外部・内部）写真を提出。 
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19 

営業所の法人設立・設置届（写し） 

※登記簿に支店登記されている場合

には不要 

委任先営業所（県外業者）、市内営業所（準市内業者）

を登録する場合は、各々の支店の届出書（写し）を提出。 

提出できない場合は、下記のいずれかの書類を提出して

下さい。 

※建設業許可申請時に提出した営業所一覧（様式第 2

号別紙二）の（写し）可。但し当該支店が記載されてい

ること。 

※各市町村発行の支店住所の営業証明書 

（沖縄市の場合は資産税課窓口にて市内支店住所の営

業証明書の発行を依頼して下さい） 

※その他、本店と営業所の関係性が証明できる公的機関

発行の証明書 

20 
同業種の資本関係等のある資格者同

士の入札参加について（様式第５） 

※様式第５「資本関係・人的関係に関する調書」を提出。

～内規「資本関係等のある資格者同士の入札参加につい

て」参照のこと～ 

※「なし」の場合は、調書の「なし」を選択して下さい。 

21 本店所在地届（建設工事）（様式第６） 

※登記上の本店ではなく建設業許可を受けている主た

る営業所で競争入札参加資格審査申請を行う場合に提

出。 

※ 各種証明書の発行を本人以外の代理人が請求する場合には、委任状、印鑑、身分証明書等が必要

になることがあります。詳細については関係機関に確認するようお願いいたします。 

※官公庁が発行する証明書は申請書提出日の前 3カ月以内のものを添付して下さい。 
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5．令和 9・10 年度の入札参加資格審査申請以後の変更（重要） 
 入札参加資格審査申請以後、下記事項に変更があった場合には、令和 9 年 4 月 1 日以降にインターネッ

トシステム【CYDEEN 申請受付システム】にて次に掲げる添付（確認）書類を添付のうえ、変更申請を

行ってください。又、令和 9 年 4 月 1 日以降の登録以降に変更があった場合には、事実の発生した時から

2 週間以内に提出して下さい。 

 様式及び提出書類の詳細は、沖縄市役所契約管財課のホームページにてご確認下さい。 

 

 

番号 変更事項 添付（確認）書類 

１ 商号 

○登記簿謄本（写し）、又は現在事項全部証明書（写し）、又は履歴事
項全部証明書（写し） 
○委任状及び使用印鑑届 ※支店等に、入札・契約等の権限を委任す
る場合 

２ 
代表者 

(役職名のみの変更も含む) 

○登記簿謄本（写し）、又は現在事項全部証明書（写し）、又は履歴事
項全部証明書（写し） 
○委任状及び使用印鑑届 ※支店等に、入札・契約等の権限を委任す
る場合 
※入札参加資格審査申請書等変更届に代表者氏名のフリガナの記載
をお願いします。 

３ 資本金 
○登記簿謄本（写し）、又は現在事項全部証明書（写し）、又は履歴事
項全部証明書（写し） 

４ 所在地 

○登記簿謄本（写し）、又は現在事項全部証明書（写し）、又は履歴事
項全部証明書（写し） 
○委任状及び使用印鑑届 ※支店等に、入札・契約等の権限を委任す
る場合 
 
【県外・市外・準市内業者が本社の所在地を沖縄市に移した場合】 
○登記簿謄本（写し）、又は現在事項証明書（写し）、又は履歴事項全
部証明書（写し） 
○専任技術者証明書（写し） 
○技術職員の資格等証明書（写し） 
○技術職員の雇用が確認できる証明書（雇用保険被保険者証等の雇用
が確認できる書類）（写し） 
○障がい者雇用・表彰・ISO・エコアクション 21等  
※土木工事、建築工事、電気工事、管工事、解体工事の 5工種のみ 
(1)障がい者雇用の確認できる書類を添付 
(2)表彰状等の写し 
(3)認証取得を示す登録証の写し（和文標記の登録証） 
※（3）について…経審結果通知書で認証の有無又は登録の有無が

「有」となっているものについては提出不要 
○市内在住者名簿 ≪様式 3≫※土木工事、建築工事、電気工事、管
工事、解体工事の 5工種のみ 
 (1)市在住者職員の雇用が確認できる証明書（雇用保険被保険者資 

格取得等確認通知書等の雇用が確認できる書類）（写し） 
 (2)住所が確認できる最新の公的書類（市・県民税特別徴収税額の

通知書）（写し） 
 (3)雇用・住所が確認できる書類（市・県民税特別徴収税額の通知

書等）（写し） 
 ※(1),(2)を一緒に提出するか、(3)だけを提出してください。 
○前住所の市税等の滞納のない証明書（過年度分でも滞納がない事が

証明できるもの）【県外業者のみ】 
○事業所所在地見取図 ≪様式 4≫ 
○事務所の外部及び内部写真（全てカラーで提出） 
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５ 電話番号 添付無し 

６ ＦＡＸ番号 添付無し 

７ 
建設業許可区分・年月日・

業種追加・一部取消 
○建設業許可通知書又は建設業許可証明書 （写し） 

８ 希望業種の追加 

○建設業許可通知書又は建設業許可証明書 （写し） 
○経営規模等評価結果通知書（写し） 
○専任技術者証明書（写し）※市内業者のみ 
○工事経歴書 

９ 技術職員の追加 

○技術職員有資格者名簿≪様式 1≫ 
○技術職員資格等証明書（写し）【市内業者のみ】 
○雇用確認証明書(雇用保険被保険者資格取得等確認通知書等の雇用
が確認出来る書類の写し。登録申請時に提出したものは不要。）【市内
業者のみ】 

10 専任技術者※市内業者のみ ○専任技術者証明書（変更）（写し） 

11 経営事項審査結果通知書 ○経営規模等評価結果通知書（写し） 

12 
支店 

※届出が必要なパターン 

追加(1) 
【新たに支店等に入札・契約等の権限を委任する場合】 
○登記簿謄本（写し）、又は現在事項証明書（写し）、又は履歴事項全
部証明書（写し） 
○（上記に記載がなければ）追加する支店の営業証明書又は法人等の
設立・設置及び閉鎖等申告書（写し） 
○委任状及び使用印鑑届 
 
追加(2) 
【県外・市外業者が新しく沖縄市に支店を設置する場合】 
○登記簿謄本（写し）、又は現在事項証明書（写し）、又は履歴事項全
部証明書（写し） 
○上記に記載がなければ（沖縄市の市民税課に提出した）法人等の設
立・設置及び閉鎖等申告書（写し） 
○事業所所在地見取図 ≪様式 4≫ 
○事務所の外部及び内部写真（全てカラーで提出） 
○委任状及び使用印鑑届 ※支店等に、入札・契約等の権限を委任す
る場合 
 
変更(3) 
住所 
 ・登記簿謄本（写し）、又は現在事項全部証明書（写し）、又は履歴

事項全部証明書（写し） 
 ・（上記に記載がなければ）変更する支店の営業証明書又は法人等

の設立・設置及び閉鎖等申告書（写し） 
 ・委任状及び使用印鑑届 ※支店等に、入札・契約等の権限を委任

する場合 
 
名称、TEL、FAX 
添付無し 
 
支店長等 
○委任状及び使用印鑑届 
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13 承継（合併等） 

○入札参加資格承継書   
○関係企業すべての履歴事項全部証明書（写し） 
○合併契約書（写し） ※合併契約書等がない場合は、株主総会議事
録等の合併等が行われたことを証明する書類 
○廃業届（写し） ※合併により消滅等した法人のもの 
○委任状及び使用印鑑届 ※支店等に、入札・契約等の権限を委任す
る場合 
○建設業許可証明書（写し）、又は受付印のある建設業許可申請書（写
し） 
○経営規模等評価結果通知書（写し） 

14 
承継 

（法人成り・代替わり） 

○入札参加資格承継書 
 
【法人成り（個人→法人）】個人から法人へ組織変更する場合 
○法人設立後の建設業許可証明書（写し） 
○法人設立後の経営規模等評価結果通知書（写し） 
○法人設立後の営業に関し法律上必要な登録証明書等（写し） 
○設立した法人の商業登記に係る全部事項証明書（写し）、定款及び
議事録 
○財務諸表（法人設立後の貸借対照表） 
○財務諸表（法人設立前の直近１年度分の貸借対照表・損益計算書（個
人事業でのもの）） 
 
【代替わり（個人→個人）】個人事業主が死亡、又は高齢等により２
親等以内の血族に営業を代替わりする場合 
○建設業許可証明書（写し）（代替わり後のもの） 
○経営規模等評価結果通知書（写し）（代替わり後のもの） 
○営業に関し法律上必要な登録証明書等（写し）（代替わり後のもの） 
○承継人であることを証明する戸籍謄本（被承継人のもの） 
○財務諸表（代替わり後の貸借対照表） 
○財務諸表（承継前の直近１年度分の貸借対照表・損益計算書（被承
継人のもの）） 
 

 


